
5月の全産業合計の業況ＤＩは、▲54．4（前月比＋3．3ポイン
ト）と、5カ月ぶりにマイナス幅が縮小した。
しかし、東日本大震災の影響で、過去最大の悪化幅（▲11．
8ポイント）を記録した4月からの改善は小幅にとどまり、低水準
で推移している。
先行きについては、先行き見通しＤＩは▲47．4と、今月から＋

7．0ポイント改善する見通し。部材の調達難の解消に伴う生産
回復や、夏物商品の売上増加への期待が出ている。しかし、原
発問題の長期化に伴い、夏場の節電による生産活動の縮小
や消費意欲の低迷への不安を訴える声も多い。
また、サプライチェーン（供給体制）の寸断を契機とした、親
企業の海外移転加速も懸念される。

◇特別徴収と普通徴収
「特別徴収」とは、事業所が特別徴収義務者となり、従業員に課税された住民税(市民税＋県民税)を毎月の給与
から源泉徴収し、市町に納付していただく方法です。毎月の納付額は、市町が計算して通知しますので、事業所は
従業員個々の税額を計算する必要はありません。
「普通徴収」とは、特別徴収に該当しない方が、市町から通知された住民税を年４回に分けて、納付書により
直接、市町へ納付していただく方法です。　

◇特別徴収の対象となる事業所〔特別徴収義務者〕　                  
従業員数が常時３人以上の事業所です。
対象となる事業所には、平成２３年１１月に特別徴収事業所の案内及び特別徴収指定予告通知書を、平成２４
年５月に特別徴収義務者指定通知書及び特別徴収税額決定通知書を送付する予定です。　　
◇特別徴収の対象となる方
前年中に所得があり、住民税が課税された方で、４月１日現在において事業所から給与支払いを受けている方です。
ただし、退職者など特別徴収ができない方は除きます。

◆特別徴収の切替手続き
特別徴収への切替手続きは、随時、市役所税務課市民税係(２階)で行っております。
なお、特別徴収についての詳しい情報は、静岡県ホームページ（※「静岡県　個人住民税特別徴収制度」で検
索）をご覧ください。　 

ＤＩ＝（増加・好転などの回答割合）－（減少・悪化などの回答割合）
業況・採算：（好転）－（悪化）　売上：（増加）－（減少）
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前年同月比調査項目 先行き見通し
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種

商工会議所のネットワーク活用して、各地域の「肌で感じる足元の景気感」を全国ベースで毎月ヒアリング調査し、その集計結果をリアル
タイムで調査実施会議所等へ提供することにより、商工会議所としての景気対策等に関する意見活動などに資することを目的としています。

 ▲54.4 ▲56.2 ▲47.4 ▲53.5
 ▲56.1 ▲56.5 ▲52.3 ▲63.5
 ▲48.6 ▲53.8 ▲42.9 ▲51.0
 ▲59.1 ▲55.0 ▲48.5 ▲50.0
 ▲54.8 ▲53.7 ▲44.3 ▲50.0
 ▲57.2 ▲62.4 ▲52.2 ▲54.9

【問い合わせ先】 袋井市役所税務課市民税係　電話0538－44－3109

5月の業況指数（DI指数）

ＬＯＢＯ調査とは

LOBO －商工会議所早期景気観測調査－
5月のポイント「業況ＤＩは、東日本大震災の影響が大きく、低水準で推移」
LOBO －商工会議所早期景気観測調査－
5月のポイント「業況ＤＩは、東日本大震災の影響が大きく、低水準で推移」

事業主の皆さまへ 平成24年度から個人住民税の特別徴収（給与天引き）をお願いいたします。

本年度、静岡県と県内市町は、地方税法第321条の4第1項の規定により、法定要件に該当するすべての
事業主に対し、個人住民税の「特別徴収」を行っていただくよう進めます。

特別徴収制度のしくみ
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①給与支払報告書の提出
（1月31日まで）

➡

②特別徴収税額の通知
（5月31日まで）

⬅

⑤住民税の納入
（翌月10日まで）

➡

③特別徴収税額の通知
（5月31日まで）

⬅

④給与から天引き
（6月支給分～

翌年5月支給分）
➡

近時、ご本人の判断能力が衰えてきた場合に、ご本人の自立的な生活を尊重しつつ、契約などの意思決定や財産の管理につい
て同意・代理する支援者を家庭裁判所が選任して、ご本人を法的に保護・支援する制度が積極的に活用されるようになってきてい
ます。今回は、個別の内容が多様な任意後見制度をのぞく、（法定）後見・保佐・補助の各制度についてご説明させていただきます。

1． 法定後見制度について
ご本人の判断能力がほとんどない場合に、一定の方の申し立てにより家庭裁判所で審判されるのが法定後見制度です。
後見開始の審判により、ご本人（成年被後見人）の支援者として成年後見人が選任され、以後ご本人に代わって介護施設入所
契約などの法律行為を行います。また、ご本人が事情をよく分からないまま交わした契約などの法律行為は成年後見人が事後的に
取り消すことができますので、悪質リフォーム商法などの詐欺的契約を取り消して被害を回復することが期待できます。
なお、成年後見制度を利用した場合であっても、日用品の買い物（これも売買契約という法律行為です）などの日常的な行為はご
本人の判断で行うことができますので、ご本人の生活への干渉を最小限に抑えられるよう制度設計されています。

2． 保佐制度について
1の後見が必要となるほどではないけれどもご本人の判断能力が著しく不十分な場合に、一定の方の申し立てにより家庭裁判所

で審判されるのが保佐制度です。
ご本人（被保佐人）の支援者として保佐人が選任されますが、保佐人の任務は重要な財産上の行為（借金や、不動産などの高
額財産の売買など）についての同意と取り消しが原則となります。重要な財産についての契約などは成年後見人の同意が必要とさ
れ、後見人の事前チェックがはたらくようになっています。保佐人の同意がないままなされた重要財産行為については、後見制度と
同様に事後的に取り消すことができます。
また、成年後見人のようにご本人に代わって法律行為を行えるのは、重要な財産上の行為であって、かつ、事前に家庭裁判所か

ら保佐人が代理権を与えられている場合に限られます。
後見制度よりも、さらにご本人の意思決定に配慮した制度と言えるでしょう。

3． 補助制度について
1の後見や2の保佐が必要になるほどではないけれどもご本人の判断能力が不十分な場合であって、ご本人の申し立て、またはご
本人の同意を得たうえでの一定の方の申し立てにより家庭裁判所で審判されるのが補助制度です。
ご本人（被補助人）の支援者として補助人が選任されます。補助人の任務は、一部の重要財産行為についての同意と取り消し、

またはご本人に代わって法律行為を行う代理です。補助人に①同意権と取消権（この2つの権限は表裏一体であり、あわせて付与
されます）の権限を与えるか、②代理権の権限を与えるか、③同意権・取消権・代理権のすべての権限を与えるか、は当初の申し立
ての内容とそれに対する家庭裁判所の審判の内容によります。
ご本人の自立した生活を最大限尊重しつつ、必要な場合にピンポイントに補助人がサポートするのが補助制度です。

4． 会社の社員・役員が後見制度を利用された場合
最後に、会社の社員・役員の方が後見制度を利用された場合、会社にどのような影響が及ぼされるかご説明します。
株式会社・有限会社の取締役が後見開始の審判を受けた場合は、その取締役は役員を退任することになります。会社法は取締

役の欠格事由を定めており、後見開始の審判を受けたことは取締役の欠格事由に当たるからです。
合名会社・合資会社・合同会社の社員（会社従業員のことではなく、会社に出資する構成員のことです）が後見開始の審判を受け

た場合は、その社員は会社を退社することになります。やはり会社法は社
員の退社事由を定めており、後見開始の審判を受けたことは社員の退社
事由に当たるからです。ただし、合名会社・合資会社・合同会社では、後見
開始の審判を受けても社員として会社に残る旨を事前に定款で定めてお
くことが可能です。
なお、後見制度以外の保佐制度や補助制度を利用された場合には、
株式会社・有限会社の取締役の欠格事由には当たりません。同様に、合
名会社・合資会社・合同会社の社員の退社事由にも当たりません。どの制
度を利用したかにより、会社への影響が異なりますのでご注意ください。 ◀執筆いただいた北澤良智さん
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